
1970年代の高度成長期と，それに続く1980年

代のバブル経済下において大手企業は社内に基

礎研究所を設立し，基礎研究から応用研究，そ

れに続く技術開発，製品化，販売まで一貫して

自社内で行う垂直統合型研究開発が主流であっ

1 ．はじめに

た。しかし，バブル経済が崩壊し景気が低迷し

始めた20世紀の終盤から，巨額の研究開発費に

対して画期的な新製品を開発できなくなった大

手企業は，イノベーションを起こすための新た

なビジネスモデルを構築する必要に迫られ，大

規模な合併，ベンチャー企業の買収，事業分野

の選択と集中など生き残りをかけてさまざまな

試みが行われてきた。このような中，カリフォル

ニア大学バークレー校のヘンリー・チェスブロ

ウ教授によって「オープンイノベーション」と

いうイノベーションの新しい概念が提唱された。

氏は2003年に上梓した『Open Innovation』１）

の中で「オープンイノベーション」を，

「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合

させ，価値を創出すること」

「アイデアを商品化するのに，既存の企業以
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論　　説

企業主導型産学連携と人材育成

抄　録 塩野義製薬株式会社（以下，「我が社」という。）は2007年度より，我が社の研究ニーズを
大学等の研究者に提示し，応募されてきた研究テーマから我が社のニーズと合致する革新的な研究シ
ーズを有する研究テーマを選定し共同研究を実施するという企業主導型産学連携活動「シオノギ創薬
イノベーションコンペ」（以下，「本プログラム」という。）を開始した。つまり，これは産業界が大
学等に存在する創薬の種を見つけ出すために働きかけ，発見した創薬の種を産学がそれぞれの強みを
活かし協力して育てるプログラムである。本稿では，本プログラムを開始するきっかけや新規シーズ
発掘の方法，推進する上での注意点を経時的に追い，更に本プログラムを有効に機能させるために必
要な「技術の目利き」および「産学連携実務者」の育成について言及する。最後に，３年間を振り返
り，大学等から画期的な創薬研究を発掘する際の課題と本プログラムの今後を記す。
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門　Yayoi MATSUMOTO

＊＊ 塩野義製薬株式会社　医薬開発本部　戦略企画部
門　部門長　Tsuneaki SAKATA

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



外のチャンネルをも通してマーケットにアクセ

スし，付加価値を創造すること」

であると定義づけている。

では，筆者が属する医薬品業界はというと，

ごく最近までオープンイノベーションから程遠

い産業のひとつと言われてきた。なぜならば，

医薬品業界は，社内でどのような研究開発を実

施しているか詳細な内容を公表せず，自社内ま

たは関連会社で萌芽的研究から製品化までのす

べての工程を完結する自前主義が一般的であっ

たからである。また，ドロップアウトした医薬

品候補化合物でさえ情報共有を図ることをしな

いその機密性は他産業と比べものにならないほ

ど厳重であった。

しかしながら近年，世界的に医薬品業界は，

研究開発費が増大していく一方で上市される新

規医薬品の数は年々減少するという厳しい状況

におかれ，日本の医薬品業界もオープンイノベ

ーションの波にさらされるようになった２）。こ

の理由として以下を挙げることができる。

１．1990年代に創薬しやすい分野の医薬品は

開発し尽くし，かつ，そうした分野の市場ニー

ズは飽和状態に達していること

２．1990年代の黄金期に特許権を取得しブロ

ックバスター３）と呼ばれる大型医薬品に成長し

た製品は2010年前後に相次いで特許権が切れる

こと

３．特許権が切れた大型医薬品は市場をジェ

ネリック医薬品に奪われることは確実で，屋台

骨を失う大手医薬品企業は新たなブロックバス

ターを創出しなければならない状況に迫られて

いること

４．創薬研究の現場ではゲノミクス４），プロ

テオミクス５），ファーマコゲノミクス６）といっ

た創薬技術が多様化し複雑になっていること

５．これらの新しい技術を常にキャッチアッ

プし他社に遅れを取らず自社内に取り入れてい

くことは人的側面においても費用面においても

難しいこと

６．20世紀は低分子創薬が主流であったが21

世紀に入りバイオ医薬品という創薬技術自体の

パラダイムシフトが起きていること

７．新薬の承認申請が年々厳しくなっている

こと

他方，産業界のオープンイノベーションの相

手先のひとつである大学等７）に目を移してみる

と，外部からの競争的資金獲得のために研究領

域が基礎研究から応用研究にシフトし，わが国

の基礎研究の衰退が危ぶまれている。また，特

許化を急ぐあまり大学等で取得した特許の多く

が医薬品企業では利用し難い排他性の低い特許

権となってしまっている傾向にある８）。更に，

医薬品業界という観点からみると，特に創薬科

学の成果である医薬品の上市には多額の研究費

用と期間が必要９）である。

これらの点を勘案し，筆者は医薬品企業も大

学等から完成された技術や製品を取り入れるだ

けではなく，医薬品業界が必要とする創薬研究

を大学等から発掘し，それを研究費などの資金

援助だけでなく実用化や特許取得ノウハウなど

を含めた多方面よりサポートし，完成された技

術・製品へと育てていくことが，今後，日本の

医薬品業界と大学等が共に存続し成長していく

ために欠くことのできない産学連携の一形態で

はないかと考えている。

こうした社会の変化を認識するとともに，我

が社も，萌芽的研究から上市までの全過程を自

社内でまかなうことはできず，社内のニーズに

合致する創薬シーズを社外から探索する仕組み

を考える必要があった。そこで，本プログラム

（通称FINDS；FINDSはPHarma-INnovation

Discovery competition Shionogiからの造語で

ある）を2007年度より開始した。

これは，先のヘンリー・チェスブロウが定義

したオープンイノベーションの概念に則り，革

新的な創薬研究を日本全国の研究者から募集
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し，社内ニーズと一致するか見極める仕組みを

取り入れた試みである。つまり，医薬品企業か

ら大学等に存在する創薬の種を見つけ出すため

に働きかけ，発見した創薬の種を産学がそれぞ

れの強みを生かし協力して育てるプログラムで

ある。そして，社内ニーズと合致した研究は本

プログラムの終了後も，画期的な創薬の種を花

咲かせるために共同研究開発は継続される。市

場ニーズを捉えた製品を早期に世に送りだすに

は，大学等の革新的な研究に産業界が早い段階

で加わり切磋琢磨する必要があり，その入り口

となるのが本プログラムである。

本プログラムから製品が世に送りだされたな

らば，我が社が利益を得るばかりでなく，革新

的なアイデアの創造者である研究者やその所属

機関には対価が支払われ新たな研究を行うこと

が可能となる。そして，大学等から新たな研究

成果が医薬品業界にもたらされ，医薬品企業は

新たな創薬が可能となる，というサイクルがま

わり始める。また，殆どの創薬技術や化合物が

海外からの輸入である現状から脱皮し，日本発

の新薬を創出することが可能となり，日本のバ

イオ業界，医薬品業界が全体として国際競争力

を高めることにつながると期待している。

また，本プログラムの大学等から見たメリッ

トとしては，研究費が支払われるということは

当然として，企業からの目線で研究内容が評価

を受けることにより，実用化を念頭においた研

究活動が比較的容易に実施できることが挙げら

れる。これは大学等が，大学の第３の使命と言

われている社会貢献を果たす上でも重要な活動

であると考えられる。

なお，日本の大学等と医薬品企業の英知を結

集し創製した医薬品が，世界中の病に苦しむ患

者に対して貢献できることが，一番の喜びにな

ることは言うまでも無い。

このような知的創造サイクルをつくり出すこ

とが，本プログラムの狙いである。

本プログラムでは大学等からの「企業のニー

ズがわからない」という不満を解消するために，

我が社が探している創薬ニーズと創薬技術ニー

ズを出来る限り募集テーマとして詳細に提示す

ることを心がけた。2007年度が12研究課題，

2008年度は14研究課題，2009年度も14研究課題

について募集を行った。

2007年度の募集テーマは，創薬ニーズとして

感染症，疼痛，メタボリックシンドローム，ア

レルギー，中枢神経系10）とし，創薬技術ニーズ

として新規創薬基盤技術および抗体医薬・核酸

医薬に代わる次世代先端医薬品へのプラットフ

ォーム技術とした。また，2008年度は2007年度

で充足できなかった上記ニーズを，2009年度で

は2007年度および2008年度で充足しえなかった

ニーズを募集テーマとして提示した。

募集対象者は日本全国の研究者である。中で

も，これまでに我が社がコンタクトを持ってい

なかった大学等の助教・准教授など若手教員の

優れた研究を発掘したいと考えている。これは

本プログラムが埋もれかけている斬新なアイデ

アの発掘と若手の人材育成を目的としているこ

とによる。

これを可能にするために，募集テーマをはじ

めとする募集の詳細を記載したポスター・チラ

シを大学等の産学連携組織，技術移転機関11）な

どに送付し，各機関の産学連携実務者から研究

者へ本プログラムの周知を依頼した。ありがた

いことに，各機関の産学連携実務者は本プログ

ラムの広報に協力的で，筆者がポスター・チラ

シを送付できていない大学等に対して，代わり

に広報いただけるケースもあった。これが，大

学等における産学連携実務者間のネットワーク

が構築されていることを認識するに至ったきっ

2．1 募集ニーズの提示

2 ．本プログラムと特徴
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かけである。そして，2009年度では一般社団法

人大学技術移転協議会（以下，「UNITT」とい

う。）12）の協力のもと，より充実した広報活動を

行うことができた。このように，本プログラム

は広報の段階から産と学の連携が始まっている

のである。

2007年度は１ヶ月半，2008年度および2009年

度では１ヶ月間を応募期間とした。応募は，研

究の概要（1,000文字以内），参考文献と略歴・

主な研究内容を我が社のホームページ内13）にあ

る本プログラムのホームページ14）から募集する

ことにした。このようにインターネットを用い

応募書類を簡略化した背景には，「競争的資金

の応募書類を作成することに時間をとられ，研

究する時間が減少している」という大学等の研

究者の声を産学連携実務者より聞いていたため

である。また，このような競争的資金の応募に

慣れていない研究者でも，応募者の負担を減ら

せば競争的資金獲得へ挑戦するきっかけになる

のではないかという狙いもある。つまり，本プ

ログラムは，埋もれていた革新的な研究を発掘

するという目的を達成するために，より多くの

研究者に参加の機会を提供することを目指し応

募書類を簡略化したのである。

この結果，2007年度では242件，2008年度で

は153件，2009年度では193件の応募が集まった。

応募者の内訳は，いずれの年度においても大学

に所属している教員からの応募が主体であった

が，公的研究機関やバイオベンチャー企業，同

業他社，個人からの応募も見られた。更に，大

学の内訳をみると，やはり旧帝国大学からの応

募が多かったが，応募の上位には旧帝国大学以

外の大学も数校ランクインしていた。この旧帝

国大学以外で応募の多かった大学は，我が社の

ニーズに合致した研究を行っている研究者が多

く在籍していることや産学連携実務者が熱心に

2．2 応　　募

教員に足を運び応募を促した結果であると考え

ている。そして応募者の役職は，教授が最も多

く，以下，准教授，助教，講師，助手，大学院

生と続いていた。

応募された研究課題は，採択までに我が社の

研究員らによる２段階の審査を受けることにな

る。

選考基準は，「我が社のニーズとのマッチン

グ，研究の独創性，合理性，産業化の可能性，

およびプロジェクトとのコンフリクトの有無な

ど」であり，所属やネームバリューなどの属性

は一切考慮にいれていない。

第一次審査は我が社の研究員や知的財産部

門，企画部門の30代を中心（以下，「若手審査

員」という。）にそれぞれが独立して上記選考

基準から審査を行い，それらの審査結果を持ち

寄り協議した上で第二次審査に進めるものを決

定している。この時点で，我が社の研究所で進

行している研究プログラムとコンフリクトの可

能性がある研究内容は後のトラブルを回避する

目的で全て不採択としている。

第一次審査通過者には，第二次審査に先立ち，

詳細な研究内容，その研究に対する他の研究資

金の有無，希望する研究費（200万～500万円）

とその使途計画，ヒト試料を用いる場合は倫理

面への配慮状況などを記載した応募書類を提出

してもらうと共に，趣旨説明書への同意を求め

ている。なお，書類の提出に関して，応募者が

希望する場合には事前に秘密保持契約を締結し

ている。また，趣旨説明書は，採択後，共同研

究契約を締結する際に応募者に課せられる義務

や制約を抜粋したものである。大学等の研究員

が企業との共同研究に参画する際には，研究成

果の公表や他機関との研究の実施に関して制限

が発生するなど不利益が少なからず生じる。こ

れらの不利益を納得した上で，第二次審査の書

2．3 審　　査
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類を作成してもらうことにすれば，もし，条件

が合わない場合には書類作成前に辞退すること

が可能となり，無駄な書類作成を強いることが

避けられると考えたためである。実際，この趣

旨説明書を読み，本プログラムの目的・趣旨に

賛同いただけない研究者も数名おり，第二次審

査への応募を辞退するケースもあった。

第二次審査は，第一次審査時の若手審査員ら

に研究所幹部や知的財産部幹部（以下，若手審

査員に幹部を含めたものを「本プログラム審査

員」という。）も加わって総合的な判断を行っ

ている。この段階では，研究内容はもとより，

先行技術調査を実施して将来性の見極めも行っ

ている。また，応募者に提供する研究費は，応

募者から提示された希望額と研究内容を総合的

に判断し決定している。

なお，第一次選考及び第二次選考で不採択と

した応募に対しては，不採択の結果通知とともに

その理由を応募者に伝えている。不採択理由15）

を明確に伝えることは採択基準の透明性を担保

するとともに，不採択理由の改善がなされれば

次年度に再応募することも可能となるからであ

る。なお，採択を見送った応募の中には，既に

技術的に完成していたり特許権を取得されたり

と，研究の初期段階をターゲットとしている本

プログラムの対象外ではあるが共同研究のテー

マとすると有望と思われる提案も散見された。

これらの応募者に対しては共同研究実施の意思

を確認し，同意が得られた場合は本プログラム

とは別途，共同研究契約を締結し，共同研究を

実施している。

上記の二段階の審査を通過した研究課題は

2007年度が11件，2008年度は６件，2009年度で

は３件であり，結果的に，2007年度では10件，

2008年度は５件，2009年度は３件を採択し契約

を締結した。

2．4 採　　択

採択の最終決定にあたっては，対象の応募者

の研究室に筆者及び担当研究員，また必要に応

じて知的財産部員が訪問し，本プログラムの趣

旨説明や，応募者に課せられる義務，制約など

の説明を再度行い，また，提案された研究内容

が実際に実施できる環境にあるかを確認してい

る。そして，この面談の際には，できる限り所

属機関の産学連携実務者，契約担当者，知的財

産担当者など事務担当者の同席も求めている。

なぜならば，本プログラムは双方の研究者だけ

で成り立つものではなく，それをサポートする

事務担当者のご理解も重要視しているためであ

る。ただ，機関によっては事務機能（産学連携

に関する契約，知的財産，経理など）が整って

いない場合があり，この場合は，我が社が本プ

ログラムを開始するに当たり，必要な書類を作

成し提供している。もちろん，契約条件は他の

大学等と同じ基準とし，我が社が一方的に有利

になるようなことのないように心がけている。

また，応募者や事務担当者の希望により，共同

研究契約書の逐条説明や，共同研究費の取り扱

い方などの説明も行っている。なぜ，このよう

な手間がかかることを行うのかと言えば，優れ

た研究の種を事務的整備の有無によって不採択

とするのはあまりに不合理であること，そして，

産学連携に慣れていない大学等の研究者や事務

担当者の産学連携に対する壁を取り除き，今後

の産学連携の推進に役立てれば，新たな知的創

造サイクルを促進できると考えるからである。

また，筆者自身が大学等の産学連携実務者に多

大な教示を受けて本プログラムを遂行してお

り，何より他人に教示することで，筆者自身の

産学連携実務者としての能力向上にも繋がった

と感じているからである。

本プログラムの研究期間は原則１年間16）とし

2．5 本プログラムの研究期間と終了後の
取扱い
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ている。この期間はいわゆるアイデアの具現化

のためのフィジビリティテスト期間であり，提

案いただいた研究内容が実現できるかどうかの

検証期間と考えているためである。

研究期間中は，応募者と我が社の研究員は定

期的にディスカッションを行い，時には知的財

産部員も同席し，特許取得に対するアドバイス

を行っている。また，事務的サポートは筆者が

一元的に対応し，応募者および所属機関の事務

担当者の利便性を高めている。ここでも，事務

機能が整っていない機関に対しては，さまざま

な相談に乗り，円滑な共同研究のサポートを行

うことにしている。このように本プログラムで

は通常の共同研究より手厚いサポート体制を敷

き，双方の研究者が研究に専念できる環境を作

ることを目標としている。

そして，本プログラム終了後の共同研究継

続・非継続は，研究期間満了の１～２ヶ月前に

報告会を開催し，本プログラム審査員がアイデ

アの具現化の進捗度，産業化への応用性，特許

性などを鑑み決定している。報告会で継続が決

まった場合は，通常の共同研究として協同関係

が継続される。

2010年４月現在の継続状況は次の通りであ

る。2007年度で採択した10件のうち４件，2008

年度は採択５件のうち４件が現在も共同研究を

継続している。いずれの年も採択は狭き門とな

っているが，採択後は高い確率で継続判定がな

されていると言える。そして，このことは，第

３章で取り扱う「技術の目利き」が育成されて

きていることを示唆していると考える。

ここまで本プログラムの流れに即して，本プ

ログラムが大学等から創薬シーズを発掘するた

めに施したさまざまな取り組みを紹介した。こ

の章では，本プログラムが担うもう一つの役割

「技術の目利き育成」および「産学連携実務者

3 ．人材育成

育成」について説明を行うことにする。

筆者は大学等の有望な研究成果を産業界が有

効に活用できていない要因のひとつとして，企

業側に「技術の目利き」や「産学連携実務者」

の人材不足があると思っている。つまり，企業

が大学等から必要としている研究成果を発掘す

るためには，それを見つけ出す技術の目利きが

必須であり，発掘した研究成果を育てるために

はその研究プロジェクトをサポートする産学連

携実務者の存在が必要と考えている。しかしな

がら，これまで我が社においてはこれらの人材

を積極的に育成することをしてこなかった。オ

ープンイノベーションが加速するこの時代にお

いて，我が社でも「技術の目利き」や「産学連

携実務者」の育成が急務と考えられ，本プログ

ラムの開始と共に実施されることとなった。

日本には「技術の目利き」人材が不足してい

ると言われている。筆者は本プログラムを３年

間担当し，一言で片付けられている「技術の目

利き」人材には，何通りかあるのではないかと

いう疑問にかられた。というのも，３年間行っ

た本プログラムにおいて，我が社のニーズとし

て大学等の研究者に提示した募集テーマは，社

内プログラムに連動する問題解決のためのテー

マと革新的な創薬技術創造のためのテーマの２

つのカテゴリーであったが，採択した案件はす

べて社内プログラムに連動する問題解決のため

のテーマであったのである。なぜ，革新的な創

薬技術創造のためのテーマは１件も採択がなか

ったのだろうか。

その答えとして，以下のような仮説をたてて

みた。まず，本プログラムにおいて「技術の目

利き」人材は１タイプではなく，テーマの分類

に合わせ，表１に示す「短期的創薬ニーズ解決

型目利き」人材と「長期的創薬シーズ発掘型目

利き」人材の２タイプに分けられるのではない

3．1 技術の目利きの育成
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かと考えた。ひとつ目の「短期的創薬ニーズ解

決型目利き」人材とは，現在，研究者が直面し

ている問題を解決するために大学等の技術から

解決策を見つけ出すための目利き人材である。

一方，「長期的創薬シーズ発掘型目利き」人材

とは，基礎研究段階の研究について面白さだけ

でなく後の産業面での発展性・市場性など経済

的側面，社会動向や自社の事業計画，成長戦略

などを総合的に勘案し５～10年先を見越した評

価ができる能力を持った目利き人材である。そ

して，どちらの目利き人材も研究者が専門分野

とする科学的専門知識を保有していることは当

然として，関連分野の幅広い知識を得るために

数多くの事例にあたることが必要である。その

うえで「短期的創薬ニーズ解決型目利き」人材

は直面している問題を正確に捉え，問題を解決

する糸口は何かを見極める能力が問われると考

える。他方，「長期的創薬シーズ発掘型目利き」

人材は研究に関する知識では足らず，自社の事

業計画や成長戦略を把握し，社会動向にも精通

し，５年後10年後にブレークする研究は何かを

察することができる深い洞察力を有しているこ

とが必要であると考える。このような能力は定

型化した教育によって育成されるものではな

く，成功や失敗を含むさまざまな経験を積むこ

とにより初めて育まれるのではないだろうか。

先にも述べたが，本プログラムにおいて，第

一次審査には我が社が技術の目利き人材として

育成したいと考える研究員や知的財産部門，企

画部門の30代を中心に審査員を起用した。若手

審査員は100件を超える応募案件すべてを１ヶ

月間で判断し，その結果を審査会で持ち寄り意

見を戦わせ採択案件が決定される。よって，若

手審査員は自分が本プログラムとして採択を望

む研究に対しては，その研究の周辺研究との比

較，優位性を明確にして説明する必要があり，

かつ，他の審査員より異議が唱えられた場合は

論拠をもって反論しなければならないため，自

分が専門とする分野はもちろんのこと周辺分野

も含めた幅広い知識が求められる。このような

幅のある知識習得の積み重ねにより優秀な「短

期的創薬ニーズ解決型目利き」人材が育ってい

くものと考えている。

結果として，2007年度は共同研究継続率が

40％（採択数10件，2010年４月時点の継続数５

件）であったのが，2008年度では共同研究継続

率が80％（採択数５件，2010年２月時点の継続

数４件）と継続率が増加しており，本プログラ

ムを通じて「短期的創薬ニーズ解決型目利き」

人材を育成することの可能性が示唆されている

と考えられる。

一方，「長期的創薬シーズ発掘型目利き」人

材を考えると，研究現場にいる若手審査員が育

成対象になるというのは難しいといわざるを得

ない。なぜなら，先の筆者の仮説が的を射てい

るのであれば，若手審査員は直面している問題
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表１　短期的創薬ニーズ解決型目利きと長期的創
薬シーズ発掘型目利き

成果創出の 
期待時期 

必要な能力 

教育・育成 

対象者 

役　割 

短期的創薬ニーズ 
解決型目利き 

長期的創薬シーズ 
発掘型目利き 

現在発生している問 
題を解決するために 
必要な技術をアカデ 
ミアから発掘 

長期展望に立ち，必 
要となる科学をアカ 
デミアから発掘 

１～２年以内 ５年以上先 

問題点の明確な認識 
技術的専門性 
関連分野の幅広い知 
識 

科学的・技術的知識 
事業計画，成長戦略 
の把握 
社会動向 

比較的容易 
基礎学力＋多くの案 
件に接する機会＋適 
切な指導 

困難 
短期創薬ニーズ目利 
き＋資質＋多様な経 
験（失敗）の場が必 
要 

研究員 研究と企画を俯瞰的 
に把握しているもの 
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は認識できても，我が社の長期的な展望が描け

ないことが多い。また，若手審査員は自分の与

えられた業務（研究）をこなすのに精一杯であ

り，雑多な経験を積むことも，異種の社会に接

する時間も積極的に与えられていない。そのた

め，今回選抜された若手審査員が短期的に「長

期的創薬シーズ発掘型」目利きとして育つのは

難しいと思われる。では，「長期的創薬シーズ

発掘型目利き」人材を本プログラムで育成不可

能なのか。これは更に検証を要する。応募案件

の中に我が社が長期的創薬ニーズとして採択し

たいと考える「次世代先端医療薬品につながる

創薬技術の新規提案」に対するシーズが存在し

ない可能性もあるからである。というのも，こ

のニーズに対する2007年度の応募は46件（全応

募に対して19％を占める），2008年度は17件

（同11.1％），2009年度は13件（同6.7％）あった

が，いずれも採択に至らなかった。これは，若

手審査員が取りこぼしをしてしまった可能性も

あるが，研究内容が採択に達しないレベルであ

った可能性もゼロではないからである。更に，

本プログラムの研究期間の短さにも問題があっ

たと思われる。「２．５　本プログラム研究期

間と終了後の取り扱い」に記述したが，本プロ

グラムの研究期間は原則１年，最長２年と定め

ている。しかしながら，「次世代先端医療薬品

につながる創薬技術の新規提案」のような萌芽

的研究の場合，１～２年という短期間で明確な

成果を得ることは常識的に考えて不可能に近い

であろう。プログラムの設定に無理があり，国

内にこのような研究を実施している研究者がい

たとしても応募自体を敬遠した可能性がある。

これらの反省を踏まえて現在筆者は改訂版プ

ログラムを展開すべく準備をしている。早期に

新たなスキームを構築し改訂版プログラムを開

始し，「長期的創薬シーズ発掘型目利き」人材

の育成について検証を行いたいと思っている

（本稿作成は2010年３月であり，2010年６月よ

り改訂版プログラムを実施している。）。なお，

改訂版プログラムの構想については，「４．本

プログラムの課題と今後」で述べることとす

る。

産学連携を有効に行うためには優れた研究員

や技術の目利きのみならず，知的財産，法務，

経理など事務分野の専門職員が必須であり，ま

た，それら専門業務を有機的に結び付け，大学

等との架け橋を担う産学連携実務者が必要であ

る。一般的に企業内における事務分野の専門職

制には歴史があり，教育システムも整っている

ことから事務分野の専門職員の能力は十分なレ

ベルに達していると考えられる。一方，産学連

携実務者は社会的認知度が低く，また，その業

務内容は多岐に渡るとともに明確に確立された

ものはない。そのため，本プログラムでは産学

連携実務者を，社内の研究員と事務分野の専門

職員との架け橋及び大学等の対外的窓口機能を

担う実務者と位置づけ，本プログラムの開始と

ともに筆者が産学連携実務者のプロトタイプと

して活動することになった。実際，このような

業務を実施する者を置くことにより，研究者は

慣れない煩雑な事務作業から解放され研究に集

中することが可能となり，かつ，必要な書類の

作成・申請の過誤や閑却を防ぐことも可能とな

るため企業においてはリスクマネジメントにも

繋がるのである。そのためには，本プログラム

における産学連携実務者には，定型業務を行う

だけではなく，産学連携活動を俯瞰的に見渡し，

研究内容に応じた行動をとることができる能力

が求められると考えられる。また，産学連携を

実施するためには組織間における産学連携実務

者のネットワークは必要不可欠であるので，こ

れを築くことができる社交性や協調性も必要と

なる。

３年間の活動を振り返ると，産学連携とは，

3．2 産学連携実務者の育成
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結局のところ「技術のつながり」は当然として

も，「人とのつながり」がより重要であるよう

に感じられる。産学連携実務者として活動を開

始するにあたり何の教育も受けていない筆者が

手ほどきを受けたのは大学等の元NEDOフェロ

ー17）をはじめとする産学連携実務者の方々であ

り，実践の場であった。このような人的つなが

りから，大学等のシーズ紹介はもとより，大学

等の研究を産業界に有機的に結びつける知的創

造サイクルの仕組み作りについて意見交換を重

ねていった。そして，その結果を政府に向けた

提言としてまとめたものを，第８回バイオメデ

ィカル研究会18）にて報告を行っている。

今後，産学連携を推し進めていくにあたり，

産学連携実務者の役割はますます大きなものに

なっていくと考えられる。これに対応するため

には，産学双方の実務者が両者の立場を理解し

て，問題点を解決し成長する必要があり，その

ような意見交換が行える環境整備が急務である

と考えている。

本プログラムを３年間実施したが採択数が

年々減少している。この理由として，毎年募集

課題が重複しており，かつ募集地域が同じであ

るため，大学等に眠っていた我が社のニーズに

合う研究は発掘し尽くした可能性がある。また，

第３章の「人材育成」で述べたが，「次世代先

端医療薬品につながる創薬技術の新規提案」の

ような萌芽的研究を発掘することができず，ま

た，「長期的創薬シーズ発掘型目利き人材」の

育成もできていない。これらを解決するために，

我が社は，本プログラムの「改訂版」を国内で

実施することを考えている。

改訂版本プログラムは，萌芽的研究のみの募

集とし共同研究期間も１～２年の短期間ではな

くもう少し長期間で設定することを考えてい

る。また，大学等から我が社のニーズにあった

4 ．本プログラムの課題と今後

萌芽的研究を取りこぼすことなく発掘するため

にUNITTと連携をとることを考えている。さ

らには，採択した研究を促進するために，採択

した案件には専属の研究員（ポスドクなど）を

雇うことも視野にいれている。更には，国や大

学等が行っているプロジェクト（例えば，厚生

労働科学研究費補助金政策創薬総合研究事業

（財団法人ヒューマンサイエンス財団），地域イ

ノベーション創出研究開発事業（経済産業省），

CLIC（国立大学法人大阪大学）など）との連

携も考えており，大学等の産学連携実務者と協

議を繰り返している。早期に仕組みを構築し

2010年度に開始したいと考えている。

また，数年後には海外でのシーズ発掘も図る

べく準備中である。その第一段階として，2009

年10月に英国政府と我が社は国際産学連携を推

進するための覚書を締結し，また，オックスフ

ォード大学，インペリアルカレッジロンドン，

キングスカレッジ，アバディーン大学，ストラ

スクライド大学とシーズ発掘のための情報交換

や人材交流のための覚書も締結している19）。こ

れは，企業ニーズに合う研究シーズを見つける

ためにはより多くの研究シーズを検討できる環

境を整える必要があると考えるためである。そ

のため，順次，その他の大学や研究機関とも覚

書を締結する予定である。そして，覚書を締結

した各大学とは，人材交流を通じた信頼関係構

築と並行して，法体系だけでなく文化，産学連

携システムをも調査し，英国版本プログラムの

立ち上げを考えている。また，活発な情報交換

の中で，我が社のニーズとマッチする研究があ

ればすぐに国際共同研究を実施する予定であ

る。さらには，このような取り組みを英国から

欧州各国さらには世界全体へと拡げていければ

と将来展望を描いている。

これ以外の展開としては，本プログラムで取

得した共有特許権を基に共同研究開発していく

過程で，我が社が研究開発を中止するものが出
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てくることも想定されるため，その場合には，

共有特許権を死蔵させるのではなく，必要とす

る企業にライセンスアウトすることやそれを基

にしたベンチャー企業の創生なども選択肢とし

て考えている。

1995（平成７）年「科学技術基本法」が制定

されたのを皮切りに，わが国は知的財産立国を

目指すべく，さまざまな法律，制度が制定され

た。そして，2004（平成16）年に国立大学が法

人化され，大学等の成果を産業界へ結びつける

ため産学連携活動を活発に行えるよう政府も後

押しをしてきた。大学等が必要に応じて特許権

を取得し，企業にライセンスし，企業が製品化

することは大きな社会貢献のひとつであること

は間違いない。しかしながら，一部では，大学

等が積極的に特許権を取得して企業へライセン

スアウトすることが産学連携のあるべき姿であ

るかのような誤解も生じている。しかし，産業

界が大学等に求めているものは，深い学問に根

ざした知識であり，もはや産業界ではリスクが

高く実施できなくなった自由な発想，奇抜な構

想から生まれる科学研究である。そのような科

学研究を技術とし，製品化のために産学が共同

して研究活動を行うことが必要ではないだろう

か。我が社はそのような知識，科学研究を探す

ために2007年４月に本プログラムを開始し，大

学等と「知識の連携」はもとより「人の連携」

も図り知的創造サイクルを回し始めた。今後も

大学等とそれぞれの強みを生かした産学連携に

取り組めるよう大学等の産学連携実務者と活発

に意見交換を行い，次なる知的創造サイクルを

創出し，社会に貢献していきたいと考えてい

る。

注　記

1） ヘンリー・チェスブロウ著　大前恵一朗訳，オ

5 ．おわりに

ープンイノベーション，p.8（2004）産業能率大

学出版部

2） 笹林幹生ほか，製薬産業の将来像～2015年に向

けた産業の指名と課題～，p.34（2007）医薬産

業政策研究所

3） ブロックバスターとは，ボストン・コンサルテ

ィング・グループによる定義では，「新しい発想

で作られた画期的新薬で，かつその対象疾患領

域でピーク時の世界的な年間売り上げが５億ド

ル以上の医薬品」をいう。

4） ゲノミクスとは「生命科学の一分野でゲノム

（遺伝子の総体）を研究する学問分野」をいう。

5） プロテオミクスとは「生命科学の一分野でプロ

テオーム（蛋白質の総体）を研究する学問分野」

をいう。

6） ファーマコゲノミクスとは「Pharmacology（薬

理学）とGenomics（ゲノム学）の造語で，薬理

ゲノム学とも呼ばれているゲノム情報に基づい

た個の医療と創薬研究開発の研究」をいう。

7） 大学等とは，「国公私立大学（短期大学を含む），

国公私立高等専門学校，大学共同利用機関，国

立研究所」をいう。

8） 田中秀穂，青野友親著「国立大学法人から出願

される医薬品関連特許の排他性に関する研究」

研究技術計画23（3），pp.255-266，（2009）

9） 日本医薬品協会によれば「成功確率は医薬品の

候補化合物を持っていても20,000分の1，そのた

めの投資資本は500～1,000億円が必要。」として

いる。

日本製薬工業協会HP，http://www.jpma.or.jp/

（参照日：2010.01.31）

10） これは我が社が2005年度より開始した第二次中

期計画で策定された重点３領域（感染症・疼

痛・メタボリックシンドローム）とフロンティ

ア領域（アレルギー・中枢神経系など）に一致

している。

塩野義製薬株式会社HP，http://www.shionogi.

co.jp/（参照日：2010.01.31）

11） 技術移転機関とは，「海外ではTechno logy

Licensing Organization（TLO）と呼ばれ，大学

等の研究者の研究成果である発明を企業等に技

術移転することを主業務とする機関である。日

本では「大学等における技術に関する研究成果

の民間事業者への移転の促進に関する法律」（大

学等技術移転促進法，いわゆるTLO法，1998
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（平成10）年５月６日法律第52号）に基づき，文

部科学省及び経済産業省により承認・認定され

た技術移転業者」を指す。

12） 一般社団法人大学技術移転協議会とは「大学等

及びTLO並びにそれらの活動を支援する機関や

個人が密接に連携しつつ，大学等における知的

財産管理及び技術移転を含む産学連携の業務を

効率的に推進するための交流，啓発，調査，研

究，提言等を行うことにより，産学連携の健全

な発展を促進することを目的として設立された

機関である」

一般社団法人大学技術移転協議会HP，http://

unitt.jp/about(access（参照日：2010.2.8）

13） 塩野義製薬株式会社のHP・前掲注10）

14） シオノギ創薬イノベーションコンペ（FINDS）

HP，http://www.shionogi.co.jp/finds（参照

日：2010.01.31）

15） 第一次審査，第二次審査とも合否はe-mailにて

伝えている。不採択とした応募者には，応募内

容と塩野義製薬が本プログラム又は共同研究と

して求める研究内容との乖離点を伝えている。

16） １年間の研究成果によっては，更に１年間本プ

ログラムでの継続もあり得るが，２年以上のプ

ログラムの延長は認めていない。なぜならば，

本プログラムはフィジビリティテスト期間であ

り，また，技術の目利き人材育成も兼ねている。

そのため，若手審査員は本プログラムの研究期

間である１年間（若しくは２年間）で採択した

研究の将来性を正確に判断する必要があるから

である。また，採択された側の大学等の研究員

は初期に設定した実験計画を全うする義務があ

り，また，企業との共同研究の意味を理解する

必要がある。

17） NEDOフェローとは「NEDO技術開発機構が，

産業技術に対して幅広い視野と経験を有し，技

術シーズを迅速に実用化・事業化につなげてい

くことのできる優れた若手人材を公募し，

NEDO技術開発機構によって雇用された技術者」

をいう。

独立行政法人　新エネルギー・産業技術総合開

発機構HP，http://www.nedo.go.jp/itd/fellow/

gaiyou.html（参照日：2010.02.12）

18） 北海道大学　堀田大介氏，東京農工大学　島村

太郎氏，大分大学　西川洋行氏と検討し，平成

22年３月６日　ブリーゼプラザ小ホールにて行

われた「第８回　バイオメディカル研究会～バ

イオメディカルイノベーションへの道標～日本

バイオインフォマティックス学会関西地域部会」

において，「産学連携実務者からの提言」として，

筆者が代表で発表を行った。

19） 2009年10月時点の覚書締結大学である。

（原稿受領日　2010年４月27日）
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